
第２章 災害予防対策 

第１節 県民の役割 

（防災知識の習得等） 

第９条 県民は、防災訓練及び研修等に積極的に参加して、災害の種類ごとの特徴、予測される被

害、災害時にとるべき行動その他の防災に関する知識を習得するよう努めるものとする。 

２ 県民は、自ら生活する地域において、災害が発生するおそれのある箇所、避難場所、避難経路

その他の災害に関する情報を掲載した地図（以下「防災地図」という。）等により、土砂災害、

浸水被害、津波被害その他の災害に関する危険箇所を把握するよう努めるとともに、災害時にお

ける避難場所、避難経路、避難方法その他の安全の確保に必要となる事項について、あらかじめ

確認しておくよう努めるものとする。 

３ 県民は、地域における過去の災害から得られた教訓を伝承し、防災活動にいかすよう努めるも

のとする。 

（建築物の安全性の確保等） 

第10条 建築物の所有者は、当該建築物について、建築に関する法令に基づき耐震性の診断を行う

よう努めるとともに、その診断結果を踏まえ、耐震改修その他の適切な措置を行うよう努めるも

のとする。 

２ 県民は、家具、窓ガラス等について、転倒、飛散等による被害の発生を防ぐための対策を講ず

るよう努めるものとする。 

３ ブロック塀、広告板その他の工作物及び自動販売機（以下「工作物等」という。）を設置しよ

うとする者は、当該工作物等の耐震性を確保するために必要な措置を講ずるよう努めるとともに、

当該工作物等を定期的に点検し、必要に応じ、補強、撤去等を行うよう努めるものとする。 

（生活物資の備蓄等） 

第11条 県民は、食料、飲料水、医薬品その他の生活物資を備蓄し、及びラジオ等の情報収集の手

段を確保するよう努めるとともに、避難の際に必要な物資を持ち出すことができるように準備し

ておくよう努めるものとする。 

２ 県民は、災害を未然に防止し、及び災害が発生した場合における被害の拡大を防止するため、

消火器その他の必要な資機材を備えるよう努めるものとする。 

（避難行動要支援者からの情報の提供） 

第12条 避難行動要支援者は、自主防災組織等及び市町に対し、あらかじめ避難の際に必要な自ら

の情報を提供するよう努めるものとする。 


